
平成３０年度随意契約情報（委託料）健康医療部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

1 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

一般社団法人　大阪精神科
病院協

平成３０年度精神科救急医療
体制整備事業費委託料（大阪
精神科病院協会）

20180401 20190331 271,568,807
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（精神科救急医療体制整
備事業）が特定の者（大阪精神
科病院協会）でなければ実施
することができないものである
ため

2 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府救急医療情報センター
運営業務

20180401 20190331 256,914,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が（大阪府救急医療情報
センター運営業務）が特定の者
（株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ関西）でなければ実施するこ
とができないものであるため

3 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

産婦人科救急搬送体制確保
事業

20180401 20190331 131,124,895
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本事業が特定の者（一般社団
法人大阪府医師会）でなけれ
ば実施することができないもの
であるため

4 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪母子医療
センター

先天性代謝異常等検査業務
委託

20180401 20190331 86,730,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪府立
病院機構）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

5 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構

大阪府救急・災害医療情報シ
ステム管制業務

20180401 20190331 81,811,408
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が（大阪府救急・災害医療
情報システム管制業務委託）
が特定の者（大阪府立病院機
構）でなければ実施することが
できないものであるため

6 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

一般社団法人　大阪府医師
会

肝炎ウイルス検査（Ｂ型肝炎・
Ｃ型肝炎）事業の委託

20180401 20190331 55,695,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（肝炎ウイルス検査事業）
が特定の者（大阪府医師会）で
なければ実施することができな
いものであるため
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7 保健医療 医療対策
医療人材確
保グループ

大阪府立病院機構
地域医療支援センター運営運
営委託

20180401 20190331 52,100,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（地域医療支援センター運
営事業）が特定の者（大阪府立
病院機構）でなければ実施す
ることができないため。

8 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

小児救急電話相談事業委託
事業

20180401 20190331 49,029,821
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（小児救急電話相談事業
委託業務）が特定の者（株式会
社　エヌ・ティ・ティ・データ関
西）でなければ実施することが
できないものであるため

9 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪母子医療
センター

周産期緊急医療体制コーディ
ネーター事業

20180401 20190331 38,238,480
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪府立
病院機構）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

10 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

債権者未確定
平成３０年度原子爆弾被爆者
健康診断業務委託に係る経
費の支出について

20180401 20190331 27,254,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者でなければ
実施できないため

11 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

公益財団法人　関西カウンセ
リングセンター

平成３０年度精神障がい者医
療相談（おおさか精神科救急
ダイヤル）業務

20180401 20190331 27,019,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（おおさか精神科救急ダイ
ヤル）が特定の者（関西カウン
セリングセンター）でなければ
実施することができないもので
あるため

12 保健医療 健康づくり
歯科・栄養グ
ループ

一般社団法人　大阪府歯科
医師会附属歯科診療所

平成３０年度障がい者歯科診
療センター業務委託契約に係
る経費の支出

20180401 20190331 23,532,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（特殊な技術と設備を要す
る障がい者歯科診療）が特定
のもの（一般社団法人大阪府
歯科医師会）でなければ実施
することができないため
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13 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

周産期緊急医療体制整備業
務

20180401 20190331 17,942,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本事業が特定の者（一般社団
法人大阪府医師会）でなけれ
ば実施することができないもの
であるため

14 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

地方独立行政法人大阪健康
安全基

平成３０年度大阪府感染症発
生動向調査事業等委託契約

20180401 20190331 17,725,300
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（感染症発生動向調査事
業等）が、国の実施要綱によ
り、
契約相手先の者でなければ実
施することができないため

15 保健医療 健康づくり
生活習慣病・
がん対策グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪国際がん
センター

大阪府がん登録推進等業務
委託

20180401 20190331 16,050,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本件契約者を「がん登録等の
推進に関する法律第24条第1
項による都道府県知事の権限
及び事務を行うものにふさわし
い者」に指定しており、本件契
約者以外に本業務を遂行でき
るものはいないため

16 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

社会福祉法人恩賜財団済生
会支部

ハンセン病療養所入所者社
会復帰等支援事業の委託契
約にかかる経費の支出

20180401 20190331 15,902,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（社会福祉
法人恩賜財団済生会支部大阪
府済生会）でなければ実施でき
ないため

17 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

特定非営利活動法人　大阪
難病連

平成３０年度大阪難病相談支
援センター事業に係る業務委
託契約の締結並びに経費の
支出について

20180401 20190331 15,690,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（特定非営
利活動法人 大阪難病連）でな
ければ実施できないため

18 保健医療 医療企画
医事グルー
プ

一般社団法人　大阪府私立
病院協会

医療勤務環境改善支援事業
に関する委託

20180401 20190331 15,624,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（医療勤務環境改善支援
事業）が特定の者(一般社団法
人大阪府私立病院協会）でな
ければ実施することができない
ものであるため
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19 健医総務 健医総務
人事グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社
新許認可統合システム運用
保守業務委託契約の締結及
び経費の支出について

20180401 20190331 15,255,227
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム運用保守）が特
定の者（当該システムの開発
業者）でなければ実施すること
ができないもの
であるため

20 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪精神医療
センター

平成３０年度精神科緊急医療
体制整備事業費委託料（大阪
精神医療センター）

20180401 20190331 13,760,500
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（精神科緊急医療体制整
備事業）が特定の者（大阪精神
医療センター）でなければ実施
することができないものである
ため

21 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪精神医療
センター

平成３０年度子どもの心の診
療ネットワーク事業の業務委
託契約

20180401 20190331 12,264,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（子どもの心の診療ネット
ワーク事業）が特定の者（大阪
精神医療センター）でなければ
実施することができないもので
あるため

22 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

特定非営利活動法人　スマー
トらいふネット

ＨＩＶ等検査（火曜日夜間・木
曜日夜間・土曜日昼間即日）
の委託

20180401 20190331 12,182,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

充実したＨＩＶ等検査のスタッフ
等、平日夜間・土曜昼間のＨＩＶ
等検査事業の
実施のための条件を兼ね備え
た団体が限られる業務である
ため、特定非営利活動法人ス
マートらいふネットが特定され
る。

23 国保 国保
医療指導グ
ループ

一般社団法人　大阪府医師
会

保険医療機関講習会事務委
託契約の締結および経費の
支出について

20180401 20190331 12,070,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（保険医療機関講習会事
務）が特定の者（医学的専門知
識を有する団体：一般社団法
人　大阪府医師会）でなければ
実施することができないもので
あるため

24 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

抗インフルエンザウイルス薬
（タミフルカプセル及びリレン
ザ）の保管業務に係る単価契
約

20180401 20190331 11,173,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

運送又は保管契約のため。
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25 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

一般社団法人　大阪府医師
会

平成３０年度感染症発生動向
調査情報収集業務委託

20180401 20190331 10,845,440
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（感染症発生動向調査情
報収集業務）が、医療機関の
全面的な協力を必要とするた
め、契約相手先の者でなけれ
ば実施することができないため

26 保健医療 健康づくり
企画推進グ
ループ

一般財団法人　日本予防医
学協会　西日本事業部

「中小企業の健康づくり推進
事業」に係る契約締結及び経
費支出について

20180524 20190329 8,946,815
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（中小企業の健康づくり推
進事業）が特定のもの（一般財
団法人　日本予防医学協会）
でなければ実施することができ
ないため

27 保健医療 医療対策
医療人材確
保グループ

公益社団法人　大阪府看護
協会

平成３０年度専任教員養成講
習会事業委託

20180401 20190331 8,239,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（専任教員養成講習会事
業）が特定のもの（大阪府看護
協会）でなければ実施すること
ができないため

28 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

関西医科大学総合医療セン
ター

平成３０年度　大阪府自殺未
遂者支援センター事業

20180401 20190331 8,204,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（大阪府自殺未遂者支援
センター事業）が特定の者（関
西医科大学総合医療センター）
でなければ実施することができ
ないものであるため

29 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

一般社団法人　大阪府原爆
被害者支援協会

平成３０年度原爆被爆者生活
支援等事業委託契約の締結
及び経費の支出について

20180401 20190331 7,424,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（一般社団
法人　大阪府原爆被害者支援
協会）でなければ実施できない
ため

30 保健医療 地域保健
難病認定グ
ループ

社会福祉法人　大阪府母子
寡婦福祉連合会

特定医療費（指定難病）及び
特定疾患支給認定者保険者
照会等業務

20180401 20190331 7,385,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第３号

障害者支援施設等から役務の
提供を受ける契約であるため

31 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

地独）市立東大阪医療セン
ター

平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180401 20190331 6,366,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（市立東大
阪医療センター）でなければ実
施できないため

32 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪母子医療
センター

平成３０年度大阪府妊産婦こ
ころの相談センター事業

20180401 20190331 6,241,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（大阪府妊産婦こころの相
談センター事業）が特定の者
（大阪母子医療センター）でな
ければ実施することができない
ものであるため
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33 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

独）大阪府立病院機構
社会的ハイリスク妊婦（望ま
ない妊娠・出産等）に関する
相談業務委託

20180401 20190331 6,000,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪府立
病院機構）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

34 保健医療 健康づくり
歯科・栄養グ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
組織型がん検診情報集約・精
度管理システム保守運用業
務委託

20180401 20190331 5,895,720
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

システムの保守運用が当該シ
ステムの開発業者でなければ
実施することができないもので
あるため

35 保健医療 医療対策
医療人材確
保グループ

公益社団法人　大阪府看護
協会

平成３０年度実習指導者講習
会事業委託

20180401 20190331 5,808,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（実習指導者講習会事業）
が特定のもの（大阪府看護協
会）でなければ実施することが
できないため

36 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

公益財団法人大阪腎臓バン
ク

大阪府臓器移植連絡調整者
設置及び臓器移植普及推進
事業に係る経費の支出

20180401 20190331 5,662,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（公益財団
法人大阪腎臓バンク）でなけれ
ば実施できないため

37 保健医療 健康づくり
企画推進グ
ループ

一般社団法人　大阪府医師
会

平成３０年度検診精度管理基
礎調査業務委託契約の締結
及び経費の支出について

20180424 20190331 5,315,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（府内全域を対象とする検
診の精度管理に関する調査）
が特定の者（大阪府医師会）で
なければ実施することができな
いものであるため

38 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

特定非営利活動法人　ＨＩＶと
人権・情報センター

ＨＩＶ等検査（日曜日昼間即
日）の委託

20180401 20190331 5,124,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

充実したＨＩＶ等検査のスタッフ
等、日曜昼間のＨＩＶ等検査事
業の実施のための条件
を兼ね備えた団体が限られる
業務であるため、特定非営利
活動法人 ＨＩＶと人権・情報セ
ンターが特定される。

39 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

一般財団法人大阪府男女共
同参画

大阪府不妊対策事業（不妊専
門相談センター）関係

20180401 20190331 4,723,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本事業が特定の者（一般財団
法人大阪府男女共同参画推進
財団）でなければ実施すること
ができないものであるため
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40 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

株式会社　ＤＡＣＳ

被爆者の登録管理事務、健
康診断実施事務管理、医療
特別手当受給者の複数疾病
及び健康状況届の対象者管
理、原爆被爆者手当支給の
機械化月例処理委託

20180401 20190331 4,570,560
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（株式会社
ＤＡＣＳ）でなければ実施できな
いため

41 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

独立行政法人　地方独立行
政法人大阪市民病院　大阪
市立総合医療センター

平成３０年度精神科緊急医療
体制整備事業費委託料（大阪
市立総合医療センター）

20180401 20190331 4,561,700
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（精神科緊急医療体制整
備事業）が特定の者（大阪市立
総合医療センター）でなければ
実施することができないもので
あるため

42 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

国立大学法人大阪大学
平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180401 20190331 4,438,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪大学
医学部附属病院）でなければ
実施できないため

43 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

学校法人　近畿大学　（医学
部附属病院）

平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180401 20190331 4,438,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（近畿大学
医学部附属病院）でなければ
実施できないため

44 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

学校法人　大阪医科薬科大
学

平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180401 20190331 4,438,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪医科
大学附属病院）でなければ実
施できないため

45 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪急性期・総
合医療センター

平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180401 20190331 4,438,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪急性
期・総合医療センター）でなけ
れば実施できないため

46 国保 国保
医療指導グ
ループ

一般社団法人　大阪府歯科
医師会

保険医療機関講習会事務委
託契約の締結および経費の
支出について

20180401 20190331 4,095,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（保険医療機関講習会事
務）が特定の者（医学的専門知
識を有する団体：一般社団法
人　大阪府歯科医師会）でなけ
れば実施することができないも
のであるため

47 健医総務 健医総務
保健所・事業
推進グルー
プ

株式会社　島津製作所　関西
支社

ガスクロマトグラフ質量分析
計の保守点検業務

20180402 20190331 3,810,240
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（保守点検業務）が特定の
もの（株式会社島津製作所）で
なければ実施することができな
いものであるため。
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48 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

地方独立行政法人大阪健康
安全基

平成３０年度感染症流行予測
調査事業委託契約

20180401 20190331 3,807,700
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（感染症発生動向調査事
業等）が、国の実施要綱によ
り、契約相手先の者でなけれ
ば実施することができないため

49 保健医療 地域保健
精神保健グ
ループ

一般社団法人　大阪精神科
病院協

平成３０年度精神科救急医療
体制における合併症支援シス
テム整備事業費（一般科医等
活動分）委託料（大阪精神科
病院協会）

20180401 20190331 3,758,400
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（精神科救急医療体制に
おける合併症支援システム整
備事業）が特定の者（大阪精神
科病院協会）でなければ実施
することができないものである
ため

50 保健医療 医療企画
病院事業グ
ループ

大阪パトロール警備保障　株
式会社

旧大阪府立成人病センターに
係る有人常駐警備業務

20180401 20180630 3,538,080
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を要する業務(有人警備業
務）で現に契約履行中の当該
業者に引き続き実施させた場
合、経費の節減が確保できる
等有利と認められるため
（予算議決後の入札手続きで
は、業務遂行に支障が生じる
ため次の入札を実施するまで
の間の契約）

51 保健医療 医療対策
医療人材確
保グループ

債権者未確定

大阪市、堺市、東大阪市、高
槻市、豊中市、枚方市及び八
尾市における保健衛生に係る
各種申請、届出事務

20180401 20190331 3,504,285
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（実習指導者講習会事業）
が特定のもの（大阪府看護協
会）でなければ実施することが
できないため

52 保健医療 医療企画
医事グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

一人医師医療法人設立相談
業務委託（医科）

20180401 20190331 3,313,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

国（公社及び公庫を含む。）、
他の地方公共団体、その他公
共的団体と直接契約を締結す
るため。

53 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

一般財団法人　大阪府結核
予防会

結核接触者等に対する結核
健康診断委託事業に係る結
核健診業務の契約締結及び
経費支出について

20180402 20190331 3,300,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（多施設合同研修（新人看
護職員研修））が特定の者（大
阪府看護協会）でなければ実
施することができないため。
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54 保健医療 医療企画
病院事業グ
ループ

株式会社　サンメンテナンス
旧大阪府立成人病センター機
械設備管理業務

20180401 20180630 3,285,360
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を要する業務(機械室有人
警備）で現に契約履行中の当
該業者に引き続き実施させた
場合、経費の節減が確保でき
る等有利と認められるため
（予算議決後の入札手続きで
は、業務遂行に支障が生じる
ため次の入札を実施するまで
の間の契約）

55 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

関西医科大学附属病院
平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る業務委託
契約

20180401 20190331 3,795,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（関西医科
大学附属病院）でなければ実
施できないため

56 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪急性期・総
合医療センター

平成３０年度大阪難病医療情
報センターに係る業務委託契
約

20180401 20190331 15,606,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（大阪急性
期・総合医療センター）でなけ
れば実施できないため

57 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

一般社団法人　大阪府原爆
被害者支援協会

平成３０年度原爆被爆者健康
相談等事業委託契約の締結
及び経費の支出について

20180401 20190331 3,226,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（一般社団
法人　大阪府原爆被害者支援
協会）でなければ実施できない
ため

58 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

特定非営利活動法人　大阪
難病連

小児慢性特定疾病児童等ピ
アカウンセリング等事業業務
委託に係る契約の締結及び
経費の支出について

20180401 20190331 2,975,020
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者(大阪難病
連）でなければ実施することが
できないものであるため

59 和泉保健 和泉保健 企画調整課
大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合

平成３０年度知的障がい者等
の就労支援を目的とした清掃
業務委託

20180401 20190331 2,906,280
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第３号

障害者支援施設等から役務の
提供を受ける契約であるため

60 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

抗インフルエンザウイルス薬
（タミフルドライシロップ、ラピ
アクタ及びイナビル）の保管
業務に係る単価契約

20180401 20190331 2,707,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

運送又は保管契約のため。

61 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

個人防護具（ＰＰＥ）の保管業
務に係る単価契約

20180401 20190331 2,187,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

運送又は保管契約のため。
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62 薬務 薬務
総務・企画グ
ループ

大阪府医薬品卸協同組合
平成３０年度災害用医薬品等
備蓄・供給事業委託契約に係
る経費

20180401 20190331 2,166,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（医薬品等の備蓄・供給）
が特定の者（大阪府医薬品卸
協同組合）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

63 保健医療 医療対策
感染症グ
ループ

一般財団法人　大阪府結核
予防会

デインジャー層及びハイリス
ク層等に対する結核健診推
進事業に係る結核健康診断
委託業務の契約締結及び経
費支出について

20180402 20190331 2,033,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（デインジャー層等に対す
る健診業務）が、結核の診断能
力を必要とするため、
契約相手先の者でなければ実
施することができないため。

64 健康総合Ｃ 健康総合Ｃ 事業推進課
地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪精神医療
センター

平成３０年度依存症対策強化
事業（依存症治療体制強化事
業）の委託契約にかかる経費
支出

20180427 20190331 1,836,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（依存症対策強化事業）が
特定の者（地方独立行政法人
大阪府立病院機構大阪精神医
療センター）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

65 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

社会医療法人愛仁会　（高槻
病院）

児童虐待防止医療ネットワー
ク事業に関する業務委託に
伴う経費の支出

20180401 20190331 1,708,560
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者(高槻病院）
でなければ実施することができ
ないものであるため

66 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

独）大阪府立病院機構
児童虐待防止医療ネットワー
ク事業に関する業務委託に
伴う経費の支出

20180401 20190331 1,708,560
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者(大阪府立
病院機構）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

67 保健医療 医療企画
病院事業グ
ループ

株式会社　サンメンテナンス
旧大阪府立成人病センター電
気関連設備管理業務

20180401 20180630 1,668,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を要する業務(電気室有人
警備）で現に契約履行中の当
該業者に引き続き実施させた
場合、経費の節減が確保でき
る等有利と認められるため
（予算議決後の入札手続きで
は、業務遂行に支障が生じる
ため次の入札を実施するまで
の間の契約）

68 健医総務 健医総務
人事グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社
新許認可統合システム運用
保守業務委託契約の締結及
び経費の支出について

20180401 20190331 1,592,773
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム運用保守）が特
定の者（当該システムの開発
業者）でなければ実施すること
ができないもの
であるため
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69 保健医療 医療企画
医事グルー
プ

一般社団法人　大阪府歯科
医師会

一人医師医療法人設立相談
業務委託（歯科）

20180401 20190331 1,432,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（医療法人設立相談事業）
が特定の者（一般社団法人大
阪府歯科医師会）でなければ
実施することができないため。

70 保健医療 医療対策
医療人材確
保グループ

公益社団法人　大阪府看護
協会

平成３０年度多施設合同研修
（新人看護職員研修）事業委
託

20180401 20190331 1,127,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

国（公社及び公庫を含む。）、
他の地方公共団体、その他公
共的団体と直接契約を締結す
るため。

71 健医総務 健医総務
保健所・事業
推進グルー
プ

株式会社　サンメンテナンス
旧大阪府立成人病センター機
械設備管理業務

20180701 20190331 9,720,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

競争入札に付したが入札不調
となり、地方自治法施行令第
167条の２第１項第８号又は第
９号の規定に基づく随意契約も
締結できず、業務の開始時期
が急迫しており、競争入札に付
していては契約の目的を達成
することができないため。

72 保健医療 健康づくり
生活習慣病・
がん対策グ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
平成３０年度組織型がん検診
情報集約・精度管理システム
改修業務

20180702 20190329 5,292,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が特
定の者（当該システムの開発
者）でなければ実施することが
できないものであるため

73 薬務 薬務
医薬品流通
グループ

一般社団法人　大阪府薬剤
師会

薬薬連携に基づく薬局の薬学
的管理機能の強化推進事業
委託契約及び経費支出

20180713 20190320 4,567,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特殊な目的（薬剤師・薬局のか
かりつけ機能を強化する）を有
する業務であるため、委託先
（府内の薬局の約9割が加盟す
る当該団体）が特定される

74 健医総務 健医総務
保健所・事業
推進グルー
プ

株式会社　サンメンテナンス
旧大阪府立成人病センター電
気関連設備管理業務

20180701 20190331 4,374,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

競争入札に付したが入札不調
となり、地方自治法施行令第
167条の２第１項第８号又は第
９号の規定に基づく随意契約も
締結できず、業務の開始時期
が急迫しており、競争入札に付
していては契約の目的を達成
することができないため。
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75 薬務 薬務
医薬品流通
グループ

一般社団法人　大阪府薬剤
師会

健康サポート薬局の利活用
推進事業委託契約及び経費
支出

20180713 20190320 2,307,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特殊な目的（薬剤師・薬局のか
かりつけ機能を強化する）を有
する業務であるため、委託先
（府内の薬局の約9割が加盟す
る当該団体）が特定される

76 健医総務 健医総務
人事グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社

大阪府証紙廃止及び薬局機
能情報提供制度の省令改正
に伴う新許認可統合システム
改修業務

20180702 20190131 1,991,520
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が特
定の者（既存システムの開発
業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

77 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

和泉市立総合医療センター
医療法人徳洲会

平成３０年度難病患者在宅医
療支援事業に係る経費の支
出

20180702 20190331 1,897,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（和泉市立
総合医療センター）でなければ
実施できないため

78 保健医療 地域保健
母子グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

地域医療介護総合確保基金
事業（小児のかかりつけ医確
保事業）の委託に係る経費支
出について

20180612 20190331 1,838,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本事業が特定の者（一般社団
法人 大阪府医師会）でなけれ
ば実施することができないもの
であるため

79 茨木保健 茨木保健 企画調整課 東宝ビル管理　株式会社
茨木保健所・安威川ダム建設
事務所庁舎清掃委託にかか
る経費

20180701 20180930 897,381
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を必要とする清掃業務で
現に契約履行中の当該業者に
引き続き実施させた場合、経費
の節減が確保できる等有利と
認められるもの。

80 茨木保健 茨木保健 企画調整課 東宝ビル管理　株式会社
茨木保健所・安威川ダム建設
事務所庁舎清掃委託にかか
る経費

20180701 20180930 527,031
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を必要とする清掃業務で
現に契約履行中の当該業者に
引き続き実施させた場合、経費
の節減が確保できる等有利と
認められるもの。

81 国保 国保
総務企画グ
ループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

「大阪府健康づくり支援プラッ
トフォーム構築・運営業務」に
係る委託契約の締結及び経
費支出について

20180910 20220331 2,016,774,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（健康づくり支援プラット
フォーム構築・運営業務）が特
定の者（株式会社　エヌ・ティ・
ティ・データ関西）でなければ実
施することができないものであ
るため

82 保健医療 健康づくり
歯科・栄養グ
ループ

一般社団法人　大阪府歯科
医師会

平成３０年度医科歯科連携推
進事業に係る経費の支出に
ついて

20180914 20190331 44,594,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（医科歯科連携推進事業）
が特定の者（大阪府歯科医師
会）でなければ実施することが
できないものであるため。
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83 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府救急搬送支援・情報収
集・集計分析システムのデー
タ収集に関する対応等改修
委託業務

20180903 20190228 37,907,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（大阪府救急搬送支援・情
報収集・集計分析システムの
データ収集に関する対応等改
修委託業務）が特定の者（株式
会社　エヌ・ティ・ティ・データ関
西）でなければ実施することが
できないものであるため

84 健康総合Ｃ 健康総合Ｃ 地域支援課
公益財団法人　関西カウンセ
リングセンター

平成３０年度自殺予防集中電
話相談事業業務委託契約

20180808 20190331 9,160,652
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

自殺予防のための電話相談業
務が、自殺又は精神保健福祉
に関する専門的な知識と経験
があり、資質向上のための継
続的な研修を受けている者で
なければ実施することができな
いため。

85 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

一般社団法人　大阪府医師
会

平成３０年度大阪府災害医療
基礎研修業務委託契約

20180903 20190331 7,000,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（平成３０年度大阪府災害
医療基礎研修業務）が特定の
者（一般社団法人　大阪府医
師会）でなければ実施すること
ができないものであるため

86 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府救急・災害医療情報シ
ステム改修等委託業務

20180803 20181031 5,400,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（大阪府救急・災害医療情
報システム改修等委託業務）
が特定の者（株式会社　エヌ・
ティ・ティ・データ関西）でなけれ
ば実施することができないもの
であるため

87 薬務 薬務
医薬品流通
グループ

一般社団法人　大阪府薬剤
師会

大阪府後発医薬品安心使用
促進事業委託契約及び経費
支出について

20180910 20190320 4,200,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特殊な目的（後発医薬品の安
心使用促進）を有する業務であ
るため、委託先（府内の薬局の
約9割が加盟する当該団体）が
特定される

88 保健医療 医療企画
医事グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

平成３０年度　医療安全対策
指導者育成研修事業

20180911 20190331 2,398,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本研修事業は医療安全支援セ
ンタ－の業務の一部として、医
療法に規定されている医療安
全対策に関する医学的知識が
必要なことや、医師等の医療
従事者に対する連絡体制が広
範なこと等を考慮し、医療法施
行規則第１条の１２の規定より
一般社団法人大阪府医師会へ
委託を行っている。
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89 保健医療 健康づくり
歯科・栄養グ
ループ

一般社団法人　大阪府歯科
医師会

平成３０年度青年期における
歯と口の健康サポーター養成
事業

20180904 20190331 2,000,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（青年期における歯と口の
健康サポーター養成事業）が
特定の者（大阪府歯科医師会）
でなければ実施することができ
ないものであるため。

90 保健医療 健康づくり
企画推進グ
ループ

公益財団法人　大阪府保健
医療財団　大阪がん循環器
病予防センター

子宮頸がん検診等業務委託
契約

20181005 20190329 1,230,500
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（子宮頸がん検診等業務）
が特定の者（大阪府がん循環
器病予防センター）でなければ
実施することができないもので
あるため。

91 薬務 薬務
医薬品流通
グループ

株式会社　アンデレパート
ナーズ

平成３０年度登録販売者試験
警備清掃業務

20180913 20180913 1,015,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（試験の警備・清掃業務）
が特定の者（試験会場が指定
する業者）でなければ実施する
ことができないものであるため

92 国保 国保
総務企画グ
ループ

大阪府国民健康保険団体
連合会

国保被保険者同意者資格突
合情報・健診等情報抽出業務
委託

20181112 20190331 16,807,263
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（データ抽出業務）が特定
の者（大阪府国民健康保険団
体連合会）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

93 保健医療 医療企画
企画調整グ
ループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府医療機関情報システ
ム改修等委託業務

20181109 20190322 4,476,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（株式会社
エヌ・ティ・ティ・データ関西）で
なければ実施できないため

94 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

株式会社　ＤＡＣＳ
被爆者管理システム改修（手
当の過払い防止対応）に関す
る業務委託契約

20181101 20190331 2,568,240
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（株式会社
ＤＡＣＳ）でなければ実施できな
いため

95 保健医療 医療企画
医事グルー
プ

一般社団法人　大阪府医師
会

平成３０年度　医療安全指導
者育成・研修事業に関する契
約

20180901 20190331 2,398,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

当該事業は、医療安全支援セ
ンターの業務の一部を委託す
るものであるため、医療法第６
条の１１第３項及び同法施行規
則第１条の１２の規定により、
一般社団法人又は一般財団法
人、又は適切、公正かつ中立
に実施できる者にしか委託でき
ないため。

96 保健医療 地域保健
疾病対策・援
護グループ

株式会社　ＤＡＣＳ
被爆者管理システム（元号対
応）に関する業務委託契約に
かかる経費の支出

20181101 20190331 2,031,480
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（株式会社
ＤＡＣＳ）でなければ実施できな
いため
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97 保健医療 健康づくり
生活習慣病・
がん対策グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪国際がん
センター

平成３０年度苦痛に関するス
クリーニングマニュアル作成

20181101 20190329 1,962,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（がんに伴う苦痛に
関する調査に係る業務）を有す
る業務であるため委託先が特
定される。

98 保健医療 健康づくり
生活習慣病・
がん対策グ
ループ

株式会社　ＨＢＡ
肝がん・重度肝硬変治療研究
促進事業医療給付システム
構築業務

20181101 20181228 1,620,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム構築）が特定の
者（既存システムの開発業者）
でなければ実施することができ
ないものであるため

99 保健医療 健康づくり
生活習慣病・
がん対策グ
ループ

地方独立行政法人　大阪府
立病院機構　大阪国際がん
センター

平成３０年度ＰＥＡＣＥ研修修
了者に対するフォローアップ
研修

20181101 20190329 1,440,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（PEACE研修会修
了者へのフォローアップ研修に
係る業務）を有する業務である
ため委託先が特定される。

100 健医総務 健医総務
人事グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社

登録販売者試験の関西広域
連合への業務移管に伴う新
許認可統合システム改修業
務

20181203 20190331 1,430,881
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が特
定の者（既存システムの開発
業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

101 保健医療 医療対策
救急・災害医
療グループ

株式会社　グローバルヘルス
コンサルティン　グ・ジャパン

りんくう総合医療センターの損
益計算における大阪府泉州
救命救急センターの収支内訳
の按分方法に係る調査分析
業務委託

20181031 20181227 1,080,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

本業務が特定の者（株式会社
グローバルヘルスコンサルティ
ング・ジャパン）でなければ実
施できないため

102 保健医療 医療企画
企画調整グ
ループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府医療機関情報システ
ム悉皆調査委託業務

20181206 20190322 30,564,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

医療機関情報システムのデー
タ管理、運営をしている、NTT
データ関西でなければ実施で
きないため。

103 国保 国保
総務企画グ
ループ

大阪府国民健康保険団体
連合会

大阪府ヘルスアップ支援事業
にかかる保健事業対象者抽
出ツールの開発業務委託に
かかる経費の支出について

20181221 20190329 15,787,040
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（保健事業対象者抽出
ツールの開発）が特定の者（当
該システムの運用業者）でなけ
れば実施することができないも
のであるため

104 国保 国保
総務企画グ
ループ

富士通　株式会社　関西支社

大阪府ヘルスアップ支援事業
（地域差見える化支援事業）
にかかるデータ分析支援ツー
ル及び分析地図作成業務委
託料

20181219 20190329 4,968,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（データ分析支援ツール及
び分析地図作成業務）が特定
の者（公募により選定された業
者）でなければ実施することが
できないものであるため

105 健医総務 健医総務
保健所・事業
推進グルー
プ

日立ヘルスケアシステムズ
株式会社

エックス線撮影装置一式の移
設業務

20181225 20190329 3,283,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（機器移設）が特定の者
（日立ヘルスケアシステムズ株
式会社）でなければ実施するこ
とができないものであるため
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所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

106 保健医療 医療企画
企画調整グ
ループ

株式会社　エヌ・ティ・ティ・
データ関西

大阪府外国人患者受入医療
機関サイト（仮称）及び大阪府
外国人向け医療情報サイト
（仮称）等作成委託業務に係
る契約締結及びこれに伴う経
費の支出について（伺い）

20181221 20190327 2,959,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

医療機関情報システムのサブ
機能として構築するため、医療
機関情報システムのデータ管
理、運営をしている、NTTデー
タ関西でなければ実施できな
いため。

107 健医総務 健医総務
保健所・事業
推進グルー
プ

株式会社　島津製作所関西
支社

大阪府茨木保健所他１保健
所における高速液体クロマト
グラフの保守点検業務

20181225 20190329 2,516,328
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（保守点検）が特定の者
（株式会社島津製作所関西支
社）でなければ実施することが
できないものであるため

108 保健医療 地域保健
難病認定グ
ループ

株式会社　ＨＢＡ
公費負担医療システムの改
修

20190311 20190328 3,315,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第１号

公費負担医療システムを構築
した株式会社HBAが改修を行
うことが、費用及び保守面にお
いて最も合理的であるため。

109 保健医療 健康づくり
企画推進グ
ループ

株式会社　阪急アドエージェ
ンシー

「生活習慣病予防のための啓
発資材」作成等業務

20190315 20190329 1,720,332
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（「生活習慣病予防のため
の啓発資材」作成等業務）が特
定の者（公募により選定された
業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

110 薬務 薬務
医薬品流通
グループ

八尾市
平成３０年度大阪府後発医薬
品安心使用促進事業（八尾
市）委託業務

20190213 20190320 1,200,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

八尾市と直接契約を締結する
ため

Ｈ３０．４～５月 70 件 1,486,807,131 円
Ｈ３０．６～７月 10 件 33,411,732 円
Ｈ３０．８～９月 11 件 2,131,679,952 円

Ｈ３０．１０～１１月 10 件 35,814,464 円
Ｈ３０．１２～Ｈ３１．１月 6 件 60,077,768 円

Ｈ３１．２～３月 3 件 6,235,932 円
合計 110 件 3,754,026,979 円

健康医療部（委託料）


